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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、当社の有する全ての経営資源を有効的に活用し企業価値の向上を図るためには、コーポレート・ガバナンスの充実が経営上の大きな
課題であると認識しております。そのため、コンプライアンスの徹底とリスク管理による内部統制の充実により、経営の健全性と透明性を高めてま
いりたいと考えております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則1-2④　議決権の電子行使のための環境整備、招集通知の英訳】

　当社は、機関投資家や海外投資家が議決権行使しやすい環境整備が必要と認識しておりますが、自社の株主における海外投資家比率等を勘
案し、招集通知の英訳は実施しておりません。今後、株主構成が変化し、海外投資家の比率が高まった場合には、招集通知の英訳による情報提
供を検討してまいります。

【補充原則2-4① 中核人材の登用等における多様性の確保】

＜多様性の確保についての考え方＞

　当社は、持続的な成長と企業価値向上のため、必要に応じて、性別や国籍等を問わず能力や実績を重視した優秀な人材の積極的な登用を行っ
ております。そのため現時点では「女性」「外国人」「中途採用者」の管理職への登用について、測定可能な目標の設定には至っておりません。

＜多様性の確保の自主的かつ測定可能な目標・状況＞

　現在、中核人材の登用等における多様性について測定可能な数値目標の設定には至っておりませんが、今後、多様な人材の育成方針に基づく
数値目標を設定するとともに、実施状況の開示について検討してまいります。

＜多様性の確保に向けた人材育成方針、社内環境整備方針、その状況＞

　現在、具体的な方針の開示には至っておりませんが、今後、多様な人材が活躍できる社内環境整備方針や人材育成方針の策定及び開示につ
いて検討してまいります。

【補充原則3-1②　英語による情報開示】

　当社は、株主構成における海外投資家の比率が極めて低いため、現時点では英語での情報開示を実施しておりません。今後、株主構成が変化
し海外投資家の比率が高まった場合には、必要に応じて英語による情報提供を検討してまいります。

【補充原則3-1③　サステナビリティについての取組】

＜サステナビリティについての取組＞

　当社は、中長期的な企業価値向上の観点から、サステナビリティをめぐる課題を経営上の重要課題として認識しております。当社のサステナビリ
ティに関する取組を進めることで企業価値の向上を図っております。

また、リスク・コンプライアンス委員会において、当社のサステナビリティに関連するリスクの把握及び適切な対策を講じており、社会貢献、持続可
能な社会の実現に取組んでおります。

　しかしながら、当社ではサステナビリティを巡る取組についての基本的な方針の策定には至っておりません。今後、必要に応じて基本的な方針
の策定について検討してまいります。

＜人的資本、知的財産への投資等＞

　当社は、人的資本への経営資源の配分を進めることで企業価値の向上を図っておりますが、知的財産への投資等につきましては、現在具体的
な取組には至っておりません。人的資本への投資等に関する明文化された基本方針の策定及び知的財産への投資等への取組につきましては、
今後検討してまいります。

【補充原則4-1③　最高経営責任者等の後継者計画の策定、運用】

　当社は、後継者計画についての具体的な策定及び監督は行っておりません。最高経営責任者である代表取締役社長については、人格・知識・
経験・能力を勘案し、その時々の当社を取り巻く状況や対処すべき課題に応じて、最適と考える人物を取締役会で選定することとしております。

【補充原則4-2①　中長期的な業績と連動する報酬】

　当社は、株主総会で決定された報酬の範囲内で、基準報酬に業績を連動させる「業績連動報酬」を金銭で支払うものとしております。今後につい
ては必要に応じて中長期的な業績と連動する自社株報酬制度の導入について検討してまいります。

【補充原則4-8①　独立社外取締役の情報交換・共有認識】

　当社の独立社外取締役は、それぞれ卓越した知見をもとに、取締役会において、独立した客観的な立場から積極的に議論に貢献しているため、
独立社外取締役のみを構成員とする会合は設置しておりません。

【補充原則4-8②　筆頭独立社外取締役の選定】

　当社は、筆頭独立社外取締役を選定しておりませんが、経営陣との連絡等に不足はないと認識しております。

【補充原則4-11③　取締役会全体の実効性についての分析・評価】

　当社は、取締役会に先立ち各取締役に資料を事前配布し、審議時間を十分確保することや、社外取締役も交えた自由闊達で建設的な議論を行



うことなどにより、取締役会全体の実効性を担保するように努めておりますが、当該実効性の分析・評価は行っておりません。今後、必要性が生じ
た場合には、実効性の分析・評価を行い、その結果を開示することを検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4　政策保有株式、補充原則1‐4①、1‐4②】

(ⅰ)政策保有に関する方針

　当社は、上場株式の政策保有を行っておらず、また、現時点では保有する計画もありません。今後、上場株式の政策保有が必要となる場合につ
きましては、当社にとって中長期的な企業価値の向上に資すると判断される場合に限るものとしております。

(ⅱ)政策保有株式にかかる検証の内容

　相手方との関係・提携強化を図る目的で、政策保有株式を保有する場合には、毎期その保有の意義・経済性が資本コストに見合うか等を検証い
たします。

(ⅲ)政策保有株式にかかる議決権行使基準

　個別銘柄ごとに当社の長期安定的な企業価値向上の観点から判断を行います。

【原則1-7　関連当事者間の取引】

　当社では、関連当事者間の取引を行う状況となった場合には、当該取引が当社及び株主の利益を害することのないように、取引の必要性及び
取引条件の妥当性を総合的に勘案した上で、取締役会の承認を得た場合に限り実施することといたします。また、当該取引の経過及び結果につ
いては、取締役会において適宜報告することとしております。

【補充原則2-4①　中核人材の登用等における多様性の確保】

　【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】をご参照ください。

【原則2-6　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、企業年金制度を採用していないため、企業年金のアセットオーナーとしての機能を発揮する機会を設けておりません。

【原則3-1　情報開示の充実】

(ⅰ)会社の目指すところ(経営理念等)や経営戦略、経営計画

　当社の会社経営の基本方針、中長期的な会社の経営戦略は、有価証券報告書に記載しております。

(ⅱ)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針は、本報告書「Ⅰ１．基本的な考え方」に記載しております。

(ⅲ)取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続き

　取締役の報酬については、本報告書「Ⅱ　経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状
況【取締役報酬関係】報酬額またはその算定方法の決定方針の開示内容」に記載しております。

(ⅳ)取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続き

　当社は、経営陣幹部の選解任と取締役候補者の選任については、役割に応じた必要な能力、経験、人柄等を検討し、社外取締役及び社外監査
等委員については東京証券取引所が定める独立性に関する判断基準とともに、当社の属するインターネット業界に関する知見や会計・税務等の
経験も勘案し、取締役会において決定しております。

(ⅴ)経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

　取締役・監査等委員の個々の選任・指名についての説明は、株主総会招集通知に記載し開示しております。

【補充原則3-1③　サステナビリティについての取組】

　【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】をご参照ください。

【補充原則4-1①　取締役会から経営陣への委任の範囲】

　当社は、法令により取締役会の専決とされる事項及び重要な業務執行上の意思決定につきましては、取締役会付議事項としております。また、
取締役会規程、職務権限規程を定め、取締役会にて決議すべき事項を明確に定めるとともに、それらの事項を除き、経営における責任の明確化
及び意思決定の迅速化のため、業務執行に関する決定については代表取締役をはじめとする経営陣に委任しております。

【原則4-9　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、社外取締役の選任に当たり、会社法上の社外性要件に加え、企業経営等における豊富な経験と高い見識も重視しております。また、株
式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を充たしており、一般株主と利益相反の生じる恐れのないことを社外取締役に指定するた
めの基準としております。

【補充原則4-10①　独立社外取締役を主要な構成員とする独立した諮問委員会の設置】

　取締役の指名・報酬等に関する手続きの客観性、透明性を強化し、コーポレート・ガバナンスの充実を図るため、任意の指名・報酬委員会を設置
しております。指名・報酬委員会は、委員3名以上で構成し、その過半数は社外取締役でなければならないと規定しております。

【補充原則4-11①　取締役会のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

　当社取締役会は、その責務を十分に果たすため、取締役の選任にあたっては、当社の成長及び中長期的な企業価値向上の達成に必要な知
識、経験及びリーダーシップ性を考慮するとともに多様性にも配慮しております。現任の取締役7名は、専門分野や経験等それぞれ異なったバック
グランドを持っており、うち独立社外取締役が3名、女性が1名選任されております。また、他社での経営経験を有する社外取締役も選任されており
ます。

　取締役のスキルマトリックスは、本書末尾に開示しております。当スキルマトリックスにおける各スキルは、取締役の備えるべき素養・経験及び取
締役会におけるバランスを表示したものであります。

【補充原則4-11②　取締役・監査等委員の上場会社の役員の兼任状況】

　当社は、取締役・監査等委員の主な兼任状況について、株主総会招集通知や有価証券報告書等において毎年開示しております。なお、当社の
取締役・監査等委員は、当社の役割・責務を適切に果たすために必要となる時間・労力を十分に確保できる兼務の状況であると判断しておりま
す。

【補充原則4-11③　取締役会全体の実効性についての分析・評価】



　【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】をご参照ください。

【補充原則4-14②　取締役及び監査等委員のトレーニングの方針】

　当社は、取締役・監査等委員が、職責や業務上必要な知識の習得・向上のため、トレーニングの機会を提供するとともに、その費用を負担するこ
とで積極的な支援を行うこととしております。

【原則5-1　株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、持続的な成長と企業価値向上のためには、市場との対話を重要視したIR活動が必要であると考えており、適切な情報開示はもちろんの
こと、決算説明会等、代表取締役社長による多様な投資家との対話の機会を積極的に設けてまいります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

小谷中　茂樹 1,530,900 19.97

水野　昌広 1,215,000 15.85

メディックス従業員持株会 718,700 9.37

小谷中　一樹 510,000 6.65

田中　正則 430,000 5.61

株式会社フォローワンズハート 420,000 5.48

株式会社EPARK 299,300 3.90

楽天証券株式会社共有口 129,900 1.69

今森　教仁 103,750 1.35

日中ブリッジ株式会社 81,100 1.06

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

　上記の【大株主の状況】は、2026年3月31日時点の株主名簿の状況です。

　2026年6月19日付で、小谷中茂樹氏より当社株式に係る変更報告書が関東財務局長に提出されております。当該変更報告書において、2026年
6月16日現在で同氏が1,180,000株を保有している旨が記載されておりますが、当社として2026年3月31日における実質所有株式数の確認ができ
ていないため、上記大株主には含めておりません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 3 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

該当事項はありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 7 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

大久保 修一 他の会社の出身者

鈴木 さなえ 他の会社の出身者

都 賢治 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



大久保 修一 　 ○ ―――

＜選任の理由＞IT業界大手企業の経営陣とし
て豊富な経歴を積まれており、当社経営に十
分な役割を果たしていただけるものと判断して
おります。

＜独立役員に指定した理由＞ 同氏は株式会

社東京証券取引所が定める独立性基準を満た
していることに加え、当社の主要株主や主要な
取引先等の出身者ではないため、一般株主と
の間で利益相反が生じるおそれがないと判断
しております。

鈴木 さなえ 　 ○ ―――

＜選任の理由＞IT業界大手企業で経験を積
み、その後所属したITベンチャーにおけるIPO
時には取締役経営管理部長としての経験を積
まれ、IPO実現後は監査責任者に就任して引き
続き会社経営に携わっておられます。

＜独立役員に指定した理由＞ 同氏は株式会

社東京証券取引所が定める独立性基準を満た
していることに加え、当社の主要株主や主要な
取引先等の出身者ではないため、一般株主と
の間で利益相反が生じるおそれがないと判断
しております。

都 賢治 　 ○ ―――

＜選任の理由＞長年、会計・財務・税務の専門
家として活躍されており、かつ数多くのIPOを実
現した会社の社外取締役や顧問を務められ、
その豊富な経験から、当社経営に十分な役割
を果たしていただけるものと判断しております。

＜独立役員に指定した理由＞ 同氏は株式会

社東京証券取引所が定める独立性基準を満た
していることに加え、当社の主要株主や主要な
取引先等の出身者ではないため、一般株主と
の間で利益相反が生じるおそれがないと判断
しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 4 1 1 3 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

　常勤監査等委員により、十分な情報収集、適切な情報の伝達及び会計監査人や内部監査担当者との綿密な連携が実現されているため、監査
等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人を設置しておりません。

　なお、監査等委員会がその職務を補助すべき使用人の設置を求めた場合は、当該使用人について、当社の「内部統制システムに関する基本方
針」において、以下のとおり定めております。

①監査等委員会が必要とした場合、監査等委員会の職務を補助するための監査等委員会補助使用人を置くものとし、その人選については監査
等委員会で協議する。

②監査等委員会補助使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保するため、監査等委員会補助使用人の任命、異
動、評価、解任等については監査等委員会と事前協議し、同意を得るものとする 。

③監査等委員会補助使用人は、監査等委員会の職務を補助するに際しては、監査等委員会の指揮命令に従うものとし、取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）の指揮命令は受けないものとする

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査等委員会は、会計監査人及び内部監査責任者と緊密に連携するとともに、定期的な情報交換を行い、相互の連携を深め、監査の実効性と
効率性の向上に努めております。



【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

　取締役の指名、取締役(監査等委員を除く。)の報酬に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、取締役会の諮問機関
として任意の指名・報酬委員会を設置しております。また、指名・報酬委員会は、取締役会の決議によって選定された取締役3名以上でかつ過半
数は社外取締役となっており、委員長は、取締役会の決議によって選定しております。

　なお、指名・報酬委員会の直近年度における具体的な活動状況(開催頻度、主な検討事項、個々の委員の出席状況等)につきましては、有価証
券報告書に記載しておりますのでご参照ください。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

　独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

　当社は、社外取締役を除く取締役を対象とし、中長期的な企業価値向上に向けた取組や業績目標の達成に対するコミットを進めるため、業績連
動報酬制度を導入しております。これらの報酬制度については、報酬水準、報酬額の妥当性と決定プロセスの透明性・客観性を担保するため、具
体的な報酬支給額等については指名・報酬委員会が上程を行い、取締役会において決定することとしております(詳細は、有価証券報告書に記載
しております。)。また当社は、当社の取締役の業績向上に対する意欲や士気を一層高め、当社の企業価値・株主価値を向上させることを目的とし
て、ストックオプション制度を導入しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、従業員

該当項目に関する補足説明

　上記対象者について、業績向上に対する意欲や士気を高めるため、ストックオプション制度を導入しております。



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　報酬等の総額が1億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　各取締役(監査等委員である取締役を除く。)の報酬は、株主総会で決議された報酬限度額(年額10億円以内)の範囲内において、指名・報酬委
員会の答申を受けた上で、取締役会にて決定しております。

　各取締役(監査等委員である取締役)の報酬は、株主総会で決議された報酬限度額(年額1億円以内)の範囲内において、監査等委員である取締
役の協議により決定しております。

【社外取締役のサポート体制】

　取締役会前に管理担当取締役より、事前に取締役会における議題や報告事項について資料の配付及び必要に応じて説明を行うことで、理解を
促進するとともに取締役会の議論をより有益にできるように努めております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　取締役会は、取締役3名及び監査等委員である取締役4名で構成され、代表取締役社長が議長を務め、毎月の定例取締役会のほか必要に応じ
臨時取締役会を開催し、経営方針及び経営戦略の立案並びに取締役の職務執行状況の監督を行っております。取締役会には監査等委員である
取締役が出席し、必要に応じて意見を述べ取締役の業務執行を監査しております。2026年3月期においては、合計29回の取締役会を開催し、会
社の重要事項について法令及び定款に基づき審議、決定しております。

　監査等委員会は、監査等委員である取締役4名(うち社外取締役3名)で構成されており、監査等委員は、監査等委員会で定めた監査方針に基づ
き、取締役会をはじめとする重要な会議に出席して適宜意見を述べるほか、当社の業務及び財産状況の調査を行う等、取締役の業務の執行状
況を監査しております。また、会計監査人や内部監査部門と連携する等により、適法性及び妥当性監査を行います。2026年3月期においては、合
計14回の監査等委員会を開催しております。

　社長直轄の内部監査室(3名)を設置しております。内部監査室は、当社の業務活動が法令及び諸規程等に準拠し適正かつ効果的に運営されて
いるかに関する業務監査を実施するとともに、指導・助言を行っております。なお、監査結果等を取締役会へも報告する仕組みを有しており、取締
役会との連携を確保しております。

　新宿監査法人と監査契約を締結しております。会計監査人は監査等委員会との間で期末のほか、必要に応じて監査結果報告等について意見
交換を行い、公正かつ効果的な監査が行われております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、取締役会の監督機能の強化、コーポレート・ガバナンス体制のより一層の充実及び経営のさらなる効率化による企業価値の向上を図る
ため、本体制を採用しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主の皆様が議決権行使に必要な議案の検討に十分な時間を確保できるよう、株主総
会招集通知の早期発送に努めてまいります。



集中日を回避した株主総会の設定
より多くの株主の皆様にご参加いただけるよう、集中日を避けた開催日となるよう留意い
たします。

電磁的方法による議決権の行使
第42期定時株主総会(2025年6月開催)よりインターネットによる議決権行使の電子化を実
施しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

今後検討してまいります。

招集通知（要約）の英文での提供 今後検討してまいります。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 当社Webサイト(https://www.medix-inc.co.jp/)に掲載しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催 必要に応じて個人投資家向け説明会の開催を検討してまいります。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年4回(四半期毎に)、決算説明動画と説明会資料を当社Webサイト(https://ww
w.medix-inc.co.jp/)にて公開することで実施しております。

あわせて、説明会の開催を検討してまいります。
あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
現時点では具体的な検討は行っておりませんが、今後の株主構成等を考慮し
ながら検討してまいります。

なし

IR資料のホームページ掲載
当社Webサイト(https://www.medix-inc.co.jp/)において、株主及び投資家向け
に会社情報を公開しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 コーポレートスタッフにおいてIRを担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社では、「コンプライアンス規程」を定めており、全ての役職員がコンプライアンスを意識
して業務に取り組むことにより、株主の皆様をはじめとするステークホルダーに対し、良識
的な行動を取るように、教育・実践を徹底しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 今後検討すべき課題として認識しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社のWebサイト(https://www.medix-inc.co.jp/)や決算説明会等により、株主の皆様をは
じめとするステークホルダーに対し、積極的な情報提供を行う方針です。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、業務の適正を確保するために必要な体制の整備・運用の基本方針として、2023年4月17日開催の取締役会において、以下のとおり「内
部統制システムに関する基本方針」を決議し、コーポレート・ガバナンス体制の強化に努めております。

(a) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　すべての取締役及び使用人が、法令及び定款を遵守し、コンプライアンスに基づく職務執行が徹底して行われるよう内部統制を構築する。「コン
プライアンス規程」に従い、全役職員に法令、定款、規則及び社会倫理遵守の精神を醸成し、法令、定款、規則及び社会倫理遵守が企業活動の
前提であることを徹底する。

　法令違反行為等に関する通報に対して適切な処理を行うため、「公益通報者保護規程」を定め、これに基づき、法令・定款その他社内規則に対
する違反事実やそのおそれがある行為等を早期に発見し是正することを目的とする内部通報体制の運用を行う。また、内部通報の窓口は内部通
報の状況を速やかに監査等委員会に報告する。



取締役会の監督機能の維持・向上のため、社外取締役を選任する。

　監査等委員会は、独立した立場から、内部統制システムの整備・運用状況を含め、「監査等委員会監査基準」及び「監査計画」に従い、取締役(
監査等委員である取締役を除く。)の職務執行状況を監査する。

　内部監査室は、法令、定款及び諸規程等に基づき適切な業務が行われているか監査を行い、コンプライアンス体制の運用状況を監視、検証し、
その結果を代表取締役社長及び監査等委員会に報告する。また、コンプライアンスに関する周知、徹底を図り、社内研修等の機会を通じてコンプ
ライアンスの重要性についての啓蒙を行うとともに、定期的にコンプライアンス体制のチェックを行い、改善すべき点の洗い出しを行う。

(b) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び「文書管理規程」を含む社内規程に従い、文書(電磁的記録含む。)により作成、保存、管
理する。また、必要に応じて運用状況の検証、規程等の見直しを行う。

　取締役が、その職務上必要あるときは直ちに上記文書等を閲覧できる保存管理体制とする。

(c) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理の基本事項を定めた「リスク管理規程」に従い、リスク・コンプライアンス委員会を設置し、各リスクについて網羅的、体系的な管理を実
施する。

　リスク情報等については、各部門責任者により取締役会に対して報告を行う。

　不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長の指揮下に対策本部を設置し、必要に応じて顧問弁護士事務所等の外部専門機関ととも
に、迅速かつ的確な対応を行い、損失・被害等の拡大を最小限にとどめる体制を整える。

(d) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　「取締役会規程」を遵守し、社外取締役を含む取締役から構成される取締役会を月1回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時取締役会を
開催する。

　「取締役会規程」に定められている要付議事項について、事前に十分な資料を準備して、取締役会に付議することを遵守する。

　経営計画に基づく各部門の目標と責任を明確にするとともに、予算と実績の差異分析を通じて所期の業績目標の達成を図る。

　意思決定の迅速化のため、「組織規程」「業務分掌規程」及び「職務権限規程」等の社内規程を整備し、役割、権限、責任を明確にする。

　職務権限を越える案件については、主管部門の専門的意見を反映させた上で、代表取締役社長及び担当取締役の合議により決裁する稟議制
度を構築、運営する。

(e) 次に掲げる体制その他の当社及び子会社から成る企業集団(以下「当社グループ」という。)における業務の適正を確保するための体制

　(ⅰ) 子会社の取締役、執行役員、業務を執行する社員、会社法第598条第1項の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者((ⅲ)及び(ⅳ)

において「取締役等」という。)の職務執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　　・当社は子会社に、当社が定める「関係会社管理規程」に基づき、子会社の経営内容を的確に把握するため、月次の予実管理表、四半期毎の
決算資料及び必要に応じて関係資料等の提出を求める。

　　・当社は子会社に、取締役会等を定期的に開催し、当社が定める「関係会社管理規程」に基づき、重要な内容については、事前に関係書類を
提出させ、当社の機関の承認を子会社に求め、子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報について当社に報告することを求める。

　(ⅱ) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　・当社は子会社に、リスクの発生防止と発生したリスクに対しての適切な対応を行うことにより、会社損失の最小化を図るよう求める。

　　・当社は子会社に、法令等の違反行為等、当社グループに著しい損失を及ぼす恐れのある事実については、これを発見次第、直ちに当社の取
締役へ報告する体制を構築するよう求める。

　(ⅲ) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　・当社は子会社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ、子会社経営の適正かつ効率的な運営に資するため、子会社に基本方針及び業務
遂行に必要なルールの策定を求める。

　　・当社は、定期的に開催される子会社の取締役会等において、経営に関する重要事項について、関係法規、経営判断の原則及び善良なる管
理者の注意義務等に基づき決定を行うとともに、定期的に職務の執行状況等について報告することを求める。

　(ⅳ) 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　・当社は子会社に、その取締役等及び使用人が子会社の策定した基本方針に基づき、社会的な要請に応える適法かつ公正な事業活動に努
める体制の構築を求める。

　　・当社は子会社に、コンプライアンスの遵守状況及び内部統制システムの整備・運用状況を確認するために、当社の監査等委員会及び内部監
査部門による評価を求める。

　　・当社は子会社に、法令等の違反行為その他コンプライアンスに関する問題の早期発見、是正を図るために社内通報窓口制度を導入し、利用
することを求める。

　(f) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに指示の実効性確保に関

する事項

　監査等委員会が必要とした場合、監査等委員会の職務を補助するための監査等委員会補助使用人を置くものとし、その人選については監査等
委員会で協議する。

　監査等委員会補助使用人の取締役(監査等委員である取締役を除く。)からの独立性を確保するため、監査等委員会補助使用人の任命、異動、
評価、解任等については監査等委員会と事前協議し、同意を得るものとする 。

　監査等委員会補助使用人は、監査等委員会の職務を補助するに際しては、監査等委員会の指揮命令に従うものとし、取締役(監査等委員であ
る取締役を除く。)の指揮命令は受けないものとする。

　(g) 取締役(監査等委員である取締役を除く。)及び使用人が監査等委員会に報告するための体制

　　・監査等委員は、取締役会のほか、必要に応じて、一切の社内会議に出席し、報告を求める権限を有する。

　　・取締役(監査等委員である取締役を除く。)及び使用人は、定期的に監査等委員会へ内部統制の状況等の報告を行い、内部監査室は、内部
監査の計画及び結果を定期的に報告する。

　　・取締役及び使用人は、重大な法令・定款違反及び不正行為の事実、または会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を知ったときには、速
やかに監査等委員会に報告する。

　(h) 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保するための体制

　監査等委員会への報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な扱いを行うことを禁止する。

　(i) 監査等委員の職務執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　監査等委員の職務執行について生ずる費用等の請求の手続きを定め、監査等委員から前払いまたは償還等の請求があった場合には、当該請
求に係る費用が監査等委員の職務の執行に必要でないと明らかに認められる場合を除き、所定の手続きに従い、これに応じる。

　(j) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員として、企業経営に精通した経験者・有識者や有資格者を招聘し、代表取締役社長や取締役(監査等委員である取締役を除く。)等、
業務を執行する者からの独立性を保持する。

　監査等委員会は、代表取締役社長との定期的な会議を開催し、意見や情報交換を行う。監査等委員会と内部監査室は、緊密な連携の上、監査
計画を作成する。また監査等委員会は、必要に応じて内部監査室に調査を指示することができる。内部監査室は、監査等委員会の指示による職
務に際しては、監査等委員会の指揮命令に従うものとし、代表取締役社長の指揮命令は受けないものとする。

　(k) 財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社は、財務報告の信頼性を確保するため、経理規程類を整備するとともに、「財務報告に係る内部統制の方針」を定め、財務報告において不



正や誤謬が発生するリスクを管理し、予防及び牽制機能を整備・運用・評価し、不備があれば是正していく体制を整備する。

　(l) 反社会的勢力排除に向けた体制

　社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、関係機関との連携を含め会社全体で毅然とした態度で臨むものと
し、反社会的勢力とは一切の関係を遮断する。また、警察や関係機関並びに弁護士等の専門機関と連携を図りながら、引き続き反社会的勢力を
排除するための体制の整備を推進する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、コンプライアンス順守を実践するために、反社会的勢力対策規程を定めており、その中では「会社は、いかなる場合においても、反社会
的勢力に対し、金銭その他の経済的利益を提供しない。」と定めております。また、東京都暴力追放推進センターの賛助会員にも加入し、情報収
集を行い、社内で情報を共有しております。

　当社における反社会的勢力排除体制としましては、「反社会的勢力対策規程」を制定し、所管部署はコーポレートスタッフとして、運用を行ってお
ります。具体的には、新規取引先企業については、外部調査機関やチェックツール(RoboRobo)等を用いて情報収集を行い、事前にチェックを行っ
ております。継続取引先についても、毎年8月には取引先全社の調査を行っております。取引先との間で締結する「基本契約書」では、取引先が反
社会的勢力であることが判明した場合には、契約を解除できる旨の暴力団排除条項を盛り込んでおります。

　従業員についても同様の対応をしており、入社前チェック及び毎年8月には定期調査を行っております。

　なお、所轄警察署や公益財団法人暴力団追放運動推進都民センターとの関係を強化するべく、不当要求防止責任者を選任・配置しております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

・適時開示体制の概要

　当社は金融商品取引法及び東京証券取引所の定める規則等により、会社情報として十分な投資判断資料を適時に開示することに努めておりま
す。また開示情報につきましては、TDnetによる開示のほか、当社Webサイト(https://www.medix-inc.co.jp/)への掲載による情報開示を、開示担当
部門にて管理しております。




